




(3)相続税・贈与税のあり方

① 教育資金、結婚・子育て資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置の見直

し

教育資金、結婚・子育て資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置につい

て、孫等が受贈者である場合に贈与者死亡時の残高に係る相続税額の 2割加

算が適用されないこと等が節税的な利用につながっているとの指摘を踏まえ、

格差の固定化の防止等の観点から所要の見直しを行った上で、適用期限を 2

年延長する。

なお、結婚・子育て資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置については、

贈与の多くが扶養義務者による生活費等の都度の贈与や基礎控除の適用によ

り課税対象とならない水準にあること、利用件数が極めて少ないこと等を踏

まえ、次の適用期限の到来時に、制度の廃止も含め、改めて検討する。

② 資産移転の時期の選択に中立的な相続税・贈与税に向けた検討

高齢化等に伴い、高齢世代に資産が偏在するとともに、相続による資産の

世代間移転の時期がより高齢期にシフトしており、結果として若年世代への

資産移転が進みにくい状況にある。

高齢世代が保有する資産がより早いタイミングで若年世代に移転すること

になれば、その有効活用を通じた、経済の活性化が期待される。このため、

資産の再分配機能の確保に留意しつつ、資産の早期の世代間移転を促進する

ための税制を構築することが重要な課題となっている。

わが国の贈与税は、相続税の累進回避を防止する観点から、高い税率が設

定されており、生前贈与に対し抑制的に働いている面がある。一方で、現在

の税率構造では、富裕層による財産の分割贈与を通じた負担回避を防止する

には限界がある。

諸外国では、一定期間の贈与や相続を累積して課税すること等により、資

産の移転のタイミング等にかかわらず、税負担が一定となり、同時に意図的

な税負担の回避も防止されるような工夫が講じられている。

今後、こうした諸外国の制度を参考にしつつ、相続税と贈与税をより一体

的に捉えて課税する観点から、現行の相続時精算課税制度と暦年課税制度の
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あり方を見直すなど、格差の固定化の防止等に留意しつつ、資産移転の時期

の選択に中立的な税制の構築に向けて、本格的な検討を進める。

6.経済のデジタル化への国際課税上の対応

デジタル技術は経済活動の隅々まで浸透しつつあり、「経済のデジタル化」が

急速に進展している。このような時代の変化に対し、モノを中心とした産業時代

に形成された国際課税原則（「恒久的施設 (PE: Permanent Establishment) な

ければ課税なし」等）が適切に機能しないといった問題が顕在化している。

また、経済のグローバル化・デジタル化の進展により、知的財産等の国境を越

えた取引が拡大し、軽課税国への利益移転が容易となる中、各国が低い法人税率

や優遇税制によって外国企業を誘致する動きが活発化しており、過度な法人税の

引下げ競争に歯止めをかけることが急務となっている。

経済のデジタル化によって生じるこうした国際課税上の課題への対応について

は、 2021年半ばまでに国際的な合意をまとめるべく、 OECDを中心に議論が

行われている。

経済のデジタル化に対する解決策は、わが国企業に過度な負担を課さないよう

に配慮しつつ、企業間の公平な競争環境を整備し、わが国企業の国際競争力の維

持及び向上につながるものでなければならない。また、税制の不確実性をもたら

す一国主義的な課税措置の拡散を防止するためにも、国際的なコンセンサスに基

づく解決策への合意は、喫緊の課題である。わが国としては、令和 2年度与党税

制改正大綱で示した基本的考え方に沿って、 OECDを中心とする国際的な議論

に貢献し、国際的な合意に向けて、一層主導的な役割を果たしていくことが重要

である。

また、国際的な租税回避や脱税への対応については、今後も引き続き、国際的

な議論や租税回避の態様等を踏まえ必要な見直しを迅速に講じていく。併せて、

国際課税制度が大きな変革を迎える中、国内法制・租税条約の整備及び着実な執

行など適時に十全な対応ができるよう、国税当局の体制強化を行うものとする。

7. 円滑・適正な納税のための環境整備

(1)国際化に対応した適正課税の確保
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